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労働基準監督署における定期監督等の実施結果 

及び労働者からの申告状況を公表します 
 

静岡労働局では、令和６年に管内の７労働基準監督署が実施した定期監督等の結果及び労働者

からの申告状況を取りまとめましたので、公表します（詳細は別紙参照）。 

【定期監督等の実施結果のポイント】（資料１参照） 

【分野別監督実施状況】 

①  自動車運転者使用する事業場を対象としたもの（資料２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【照会先】 

静岡労働局 労働基準部 監督課 

監 督 課 長  片岡 裕也 

主任監察監督官  内藤 匡樹 

電話 054(254)6352 

１ 定期監督等を3,027事業場に対して実施し、このうち、労働基準関係法令違反が認め

られたのは2,207事業場（全体の72.9％）。 

２ 主な違反事項は多い順に、 

① 「機械・設備等の危険防止措置に関する安全基準に関する違反があったもの」 

743件（24.5％） 

② 「違法な時間外労働があったもの」519件（17.1％） 

③ 「割増賃金の支払いに関する違反があったもの」506件（16.7％） 

静岡労働局 発表 

令和７年11月10日 

Press Release 

１ 101 事業場に対して監督指導を実施し、このうち、労働基準関係法令違反が認められ

たのは 86 事業場（85.1％）。また、改善基準告示違反が認められたものは、68 事業場

（67.3％）。 

 ２ 主な労働基準関係法令違反事項は、 ①労働時間      53件（52.4％） 

                    ②割増賃金      36件（35.6％） 

                    ③休日        14件（13.9％） 

 ３ 主な改善基準告示（※）違反事項は、①最大拘束時間    53件（52.5％） 

                    ②休息期間      45件（44.6％） 

                    ③連続運転時間    44件（43.6％） 

※ 改善基準告示：「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（厚生労働大臣告示） 

自動車運転者について、労働条件の向上を図るため、拘束時間の上限、 

休息期間等についての基準を定めたもの。 
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② 外国人技能実習生又は特定技能外国人を使用する事業場を対象としたもの（資料３参照） 

 

【申告状況のポイント】（資料４参照） 

 

 

 

 

 

 

  

【技能実習生関係】 

１ 労働基準関係法令違反が認められた事業場は、276事業場のうち213事業場（77.2％）。 

２ 主な違反事項は多い順に 

① 「機械・設備等の危険防止措置に関する安全基準に関する違反があったもの」 

113件（40.9%） 

② 「作業環境等の衛生基準に関する違反があったもの」61件（21.6%） 

③ 「割増賃金の支払いに関する違反があったもの」55件（19.9%） 

【特定技能外国人関係】（初公表） 

１ 労働基準関係法令違反が認められた事業場は、129事業場のうち105事業場（81.4％）。 

２ 主な違反事項は多い順に 

① 「機械・設備等の危険防止措置に関する安全基準に関する違反があったもの」 

47件（36.4%） 

② 「割増賃金の支払いに関する違反があったもの」33件（25.6%） 

②  「違法な時間外労働があったもの」33件（25.6%） 

１ 申告受理件数は、550件（前年比 ＋13件、＋2.4％）。 

２ 主な申告内容は、 

①「賃金不払」 456件（前年比 ＋13件、＋2.9％） 

②「解雇」    70件（前年比 ＋8件、＋11.4％）。 
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（別添資料参照） 

1. 実施事業場数・・・・・・・・・3,027事業場 

           <業種別> ①建設業    1,102事業場 

                ②製造業     783事業場 

                ③商 業     416事業場 

2. うち違反事業場数・・・・・・・2,207事業場（違反率72.9％） 

           <業種別> ①建設業     709事業場（違反率64.3％） 

②製造業     616事業場（違反率78.7％） 

③商 業     316事業場（違反率76.0％） 

3. 主要項目別違反数 

           <項目別> ①安全基準     743件（構成比24.5％） 

②労働時間     519件（構成比17.1％） 

③割増賃金     506件（構成比16.7％） 

【解説】 

令和６年において、3,027 事業場に対して定期監督等（※１）を実施し、約 7 割の事業場で労

働基準関係法令の違反が認められた。 

※１ 「定期監督等」とは、労働基準法や労働安全衛生法等に基づき定期的に又は労働災害発生等を契機とし

て、労働基準監督官が事業場に立入調査等を行い、問題が認められた場合にはその改善を勧告、指導、行

政処分を行うもの。 

また、全業種の主な違反内容については、【定期監督等の実施結果のポイント】に記載したとお

りですが、これらの違反例は以下のとおり。 

〈安全基準〉 

⚫ 機械の歯車や動力伝達ベルトに、巻き込まれないためのカバー等を設置していないもの。 

⚫ 足場に、墜落防止の手すりを設置していないもの。 

〈労働時間〉 

⚫ 36協定を締結せず、または労働基準監督署に届出を行わずに、時間外労働を行わせているもの。 

⚫ 36協定で定める上限を超えて時間外労働させているもの。 

〈割増賃金〉 

⚫ 時間外、休日、深夜労働時間を適正に把握しないで不払が生じているもの。 

⚫ 法定で定める手当を割増賃金の基礎となる額に算入しておらず、不足が生じているもの。 

  

資料１ 監督指導実施状況 
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1. 業種ごとの監督実施事業場数、労働基準関係法令違反の事業場数及び主な違反事項は、以下のと
おりであった。 

  ※ 表中の（ ）内は、監督実施事業場数に対する違反率。以下同じ。 

 

事項 

業種 
監督実施 

事業場数 

労働基準関 

係法令違反 

事業場数 

主な違反事項 

労働時間 割増賃金 
労働時間 

の把握 

ト ラ ッ ク 78 
66 

(84.6%) 

43 

(55.1%) 

23 

(29.5%) 

12 

(15.4%) 

バ   ス 3 
2 

(66.7%) 

1 

(33.3%) 

2 

(66.7%) 

0 

(0%) 

ハ イ ヤ ー ・ 

タ ク シ ー 
7 

6 

(85.7%) 

2 

(28.6%) 

2 

(28.6%) 

0 

(0%) 

そ の 他 13 
12 

(92.3%) 

7 

(37.5%) 

9 

(69.2%) 

2 

(15.4%) 

合 計 101 
86 

(85.1%) 

53 

(52.4%) 

36 

(35.6%) 

14 

(13.9%) 

 （注１） 「その他」欄は、トラック、バス及びハイヤー・タクシー以外の業種で自動車運転者を使用する事
業場（自社で製造した製品を運搬するトラック運転者を使用する製造業の事業場、建設現場で使用す
る資材等を運搬するトラック運転者を使用する建設業の事業場など）。以下同じ。 

 （注２） 違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場
数とは一致しない。以下同じ。 

 
2. 業種ごとの改善基準告示違反事業場数及び主な違反事項は、次のとおりであった。 

事項 

 

業種 

監督実施 

事業場数 

改善基準 

告示違反 

事業場数 

主な違反事項 

総拘束 

時間 

最大拘束 

時間 
休息期間 

最大運転 

時間 

連続運転 

時間 

ト ラ ッ ク 78 
56 

(71.8%) 

28 

(35.9%) 

45 

(57.7%) 

38 

(48.7%) 

22 

(28.2%) 

39 

(50.0%) 

バ   ス 3 
3 

(100%) 

0 

(00%) 

1 

(33.3%) 

1 

(33.3%) 

1 

(33.3%) 

2 

(66.7%) 

ハ イ ヤ ー ・ 

タ ク シ ー 
7 

4 

(57.1%) 

1 

(14.3%) 

3 

(42.9%) 

2 

(28.6%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

そ の 他 13 
5 

(38.5%) 

2 

(15.4%) 

4 

(30.8%) 

4 

(30.8%) 

2 

(15.4%) 

3 

(23.1%) 

合 計 101 
68 

(67.3%) 

31 

(30.7%) 

53 

(52.5%) 

45 

(44.6%) 

25 

(24.8%) 

44 

(43.6%) 
(注) 総拘束時間：１か月又は１週当たりの拘束時間、最大拘束時間：1日あたりの拘束時間、休息期間：勤務

と次の勤務の間の時間、最大運転時間：1日及び１週当たりの運転時間、連続運転時間：1回当たりの運転
時間 

 

資料２ 

自動車運転者を使用する事業場に対する監督指導等の状況 
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3. 令和４年から令和６年までの３年間における業種ごとの監督実施事業場、労働基準関係法令違反

の事業場及び改善基準告示違反の事業場数は、次のとおりであった。 
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労働基準関係 
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違反事業場数

3
5

7

3
4

6

1
0

4

バス ハイヤー・タクシー その他 トラック 
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1.  静岡県下の労働基準監督署において、技能実習生を使用しており、労働基準関係法令違反が疑

われる276事業場に対して監督指導を実施したところ、その77.2％に当たる 213事業場で同法令

違反が認められた。 

 ＜注＞違反は事業場に認められたものであり、技能実習生以外の労働者に関する違反も含まれる。 

2. 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（40.9.%）、②作業環境等の衛生基準（22.1%）、 

③割増賃金（19.9%）の順に多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注＞違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数とは

一致しない。 

287 
318 

279 
250 

276 

161 

208 225 
187 

213 

56.1%

65.4%

80.6%
74.8% 77.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

0

100

200

300

400

500

600

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

監督指導事業場数 違反事業場数 違反率

25(9.1%)

28(10.1%)

37(13.4%)

40(14.5%)

44(15.9%)

44(15.9%)

54(19.6%)

55(19.9%)

61(22.1%)

113(40.9%)

就業規則（労基法第89条）

労働条件の明示（労基法第15条）

健康診断（安衛法第66条）

賃金の支払い（労基法第24条）

年次有給休暇（労基法第39条）

健診結果結果についての医師等

からの意見聴取（安衛法第66条の４）

労働時間（労基法第32条・第40条）

割増賃金（労基法第37条）

衛生基準（安衛法第22条等）

安全基準（安衛法第20条等）

資料３ 
技能実習生を使用する事業場に対する監督指導等の状況 
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3. 主な業種に対する監督指導の状況は、以下のとおりであった。 

 

主な業種 監督指導 

実施事業場数 

違反事業場数

（違反率） 

主な違反事項 

建設 32 
27 

（84.4%） 

安全基準 

10（30.0%） 

賃金の支払い 

8（25.0%） 

年次有給休暇 

7（21.9%） 

食料品製造 50 
38 

（76.0%） 

安全基準 

23（46.0%） 

割増賃金 

9（18.0%） 

労働時間 

8（16.0%） 

機械・金属 102 
76 

（74.5%） 

安全基準 

48（47.1%） 

衛生基準 

39（38.2%） 

健康診断 

22（21.6%） 

＜参考＞ 

全業種 
276 

213 

（77.2%） 

安全基準 

113（40.9%） 

衛生基準 

61（22.1%） 

割増賃金 

55（19.9%） 

＜注１＞「主な業種」は、全国で令和６年末における在留資格「技能実習」に係る在留者が多い職種（建設関

係職種、食料品製造関係職種、機械・金属関係職種）に関連する業種について取りまとめたものであ

る。 

＜注２＞「主な業種」の内訳は以下のとおり。 

建設   ・・・土木工事業、建築工事業、その他の建設業 

食料品製造・・・食料品製造業 

機械・金属・・・鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、 

電気機械器具製造業、輸送用機械等製造業 

＜注３＞違反は実習実施者に認められたものであり、技能実習生以外の労働者に関する違反も含まれる。 

＜注４＞違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数と

は一致しない。 
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1.  静岡県下の労働基準監督署において、特定技能外国人を使用しており、労働基準関係法令違反

が疑われる129事業場に対して監督指導を実施したところ、その 81.4％に当たる 105件で同法令

違反が認められた。 

 ＜注＞違反は事業場に認められたものであり、特定技能外国人以外の労働者に関する違反も含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（36.4.%）、②割増賃金（25.6%）、 

③労働時間（25.6%）の順に多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注＞違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数とは

一致しない。 

17(13.2%)

18(14%)

22(17.1%)

24(18.6%)

25(19.4%)

29(22.5%)

33(25.6%)

33(25.6%)

47(36.4%)

労働条件の明示（労基法第15条）

賃金の支払い（労基法第24条）

健診結果結果についての医師等

からの意見聴取（安衛法第66条の４）

健康診断（安衛法第66条）

年次有給休暇（労基法第39条）

衛生基準（安衛法第22条等）

労働時間（労基法第32条・第40条）

割増賃金（労基法第37条）

安全基準（安衛法第20条等）

特定技能外国人を使用する事業場に対する監督指導等の状況 

105事業場

(81.4%)

違反あり

違反なし

監督指導実施事業場 

  129事業場 



10 

 

3. 主な業種に対する監督指導の状況は、以下のとおりであった。 

 

主な業種 監督指導 

実施事業場数 

違反事業場数

（違反率） 

主な違反事項 

食料品製造 28 
24 

（85.7%） 

安全基準 

13（46.4%） 

労働時間 

9（32.1%） 

賃金の支払 

7（25.0%） 

社会福祉施設 9 
5 

（55.6%） 

・健康診断結果についての医師等からの意見聴取 

・割増賃金 

・労働時間             いずれも3（33.3%） 

工業製品製造 41 
34 

（82.9%） 

安全基準 

21（51.2%） 

衛生基準 

17（41.5%） 

健康診断 

10（24.4%） 

建設 10 
7 

（70.0%） 

安全基準 

4（40.0%） 

健康診断結果

についての医

師等からの意

見聴取 

3（30.0%） 

割増賃金 

2（20.0%） 

＜参考＞ 

全業種 
129 

105 

（81.4%） 

安全基準 

47（36.4%） 

割増賃金 

33（25.6%） 

労働時間 

33（25.6%） 

＜注１＞「主な業種」は、令和６年12月末時点における特定技能１号在留外国人が多い５分野（介護分野、工業

製品製造分野、飲食料品製造分野、建設分野、農業分野）に関連する業種について取りまとめたものである。 

 

＜注２＞「主な業種」の内訳は以下のとおり。 

 

食料品製造・・・食料品製造業 

社会福祉施設・・・社会福祉施設 

工業製品製造・・・繊維工業、パルプ・紙・紙加工品製造業、印刷・製本業、窯業土石製品製造業、 

鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、 

電気機械器具製造業 

建設   ・・・土木工事業、建築工事業、その他の建設業 

 

＜注３＞違反は事業場に認められたものであり、特定技能外国人以外の労働者に関する違反も含まれる。 

＜注４＞違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数と

は一致しない。 
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（別添資料 グラフ１，２，３参照） 

 

申告受理件数・・・・・・・・・550件（前年比 ＋13件、＋2.4％） 

1. 事項別内訳（事案により重複） 

賃金不払 456件（前年比 ＋13件、＋2.9％） 

解  雇  70件（前年比 ＋13件、＋11.4％） 

2. 主な業種別内訳（カッコ内は全体に占める割合） 

商   業  87件（15.8％） 

接客娯楽業  85件（15.6％） 

製 造 業  82件（14.9％） 

【解説】 

令和６年の申告（※２）受理件数は550件となり、前年と比べて13件の増加（前年比2.4％増

加）。申告の内容別では、賃金不払が456件（前年比2.9％増）、解雇が70件（前年比11.4％増）

となっている。 

また、外国人労働者による申告は、53件（受理した申告全体に占める割合は 9.6％）で、うち

技能実習生・特定技能にかかるものは4件（受理した申告全体に占める割合は0.7％）。 

※２ 申告とは、労働者が事業場の労働基準関係法令違反について行政指導を求めるもの。 

この申告を端緒として、労働基準監督署では労働基準監督官が事業場に立ち入り又は使用者の出頭を

求めて違反事実の有無を確認し、違反が認められた場合には是正勧告をするなどの指導を行う。 

 

 

  

資料４ 

労働者からの申告状況 
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【参考】業種に関する説明 
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